
綜合ユニコム「不動産法実務セミナー」のご案内

PM・AM、事業用賃貸ビル経営・管理企業が知っておくべき法実務とは

不動産賃貸管理における
  「トラブル対処」のための法的知識

事例を通じて理解する

◆不動産賃貸借に関する法的理解と各契約・条項における留意点
◆賃貸管理でよく起こるトラブルの裁判例・和解事案を通じてトラブル対処法を学ぶ
　・ 賃料・敷金トラブル（賃料等未払い、賃料減額請求、預かり敷金が差し押さえられた場合 他）
　・ 賃貸契約書トラブル（定期建物賃貸借契約の関連、再契約、終了通知後未退去 他）
　・ テナント対応（倒産、用法遵守義務違反、建替えに向けての対処法、原状回復義務を履行しない場合 他）
　・ 管理時に起こるトラブル（各種事故、火災、漏水、近隣苦情、自殺 他）

習得
講座

半日で学び
実務に活かす

開催日時 2025年1月28日（火）13:00～17:00
会　　場 都市センターホテル
 東京都千代田区平河町2-4-1　TEL ０３-3265-8211
 ※詳しい会場案内図は参加証にてお知らせいたします。

参 加 費 55,000円 （1名様／消費税及び地方消費税を含む）
 ●同一申込書にて２名様以上参加の場合
 　48,400円 （1名様につき／消費税及び地方消費税を含む）
 ※テキスト代を含む。　

開催概要

ダイレクトメールの送付先変更・中止のご希望者は、お手数ですが、封筒ラベルに
ご要件を記入の上、弊社企画事業部（ＦＡＸ.０３-３５６４-２５６０）迄ご連絡ください。

お問合せ先／綜合ユニコム㈱ 企画事業部 ＴＥＬ.０３-３５６３-００９９（直通）

０１２０-０５-２５６０（不通時はＦＡＸ.０３-３５６４-２５６０）ＦＡＸで
お申込み

ネットで
お申込み

左下の申込用紙へ記入し、下記フリーダイヤルへＦＡＸ願います。

https://www.sogo-unicom.co.jp
下記ＵＲＬの弊社ホームページからもお申込みできます。

●お申込み方法
　・【インターネットでのお申込み】 弊社HPの該当セミナーのページよりお申込みください。 
 詳細は弊社HPをご覧ください。
　・【ＦＡＸでのお申込み】 左記「参加申込書」にご記入後、上記FAX番号にてお申込みください。
 参加者宛に「参加証／請求書／銀行振込用紙」を郵送いたします。
　・【開催直前や当日の申込受付】 開催直前や当日でも空きがあれば受け付けます。その場 
 合は、メールまたはFAXにて「受講案内」と「支払方法」をご連絡いたしますので、必ず 
 メールアドレスかFAX番号の明記をお願いいたします。
　・ 当日は「参加証」をご持参いただき、受付に「お名刺１枚」と共にお渡しください。
●参加費のお支払について
　【インターネットでのお申込み】
　・ 弊社ＨＰ経由でのお申込みに限り、クレジットカード決済か銀行振込かの選択が可能です。
 なお、クレジット決済はお申込み時のみ承りますのでご注意ください。銀行振込の場合は、
 下記FAXでのお申込みの項目をご一読ください。
　・ 当日現金でのお支払いも可能です。お申込フォーム備考欄にその旨をご記入願います。
　【ＦＡＸでのお申込み】
　・ 参加費は「請求書」到着後、原則として開催３営業日前迄にお振込み願います。
　・ お振込みが開催後日になる場合は、左記「振込予定日」欄にご記入ください。
　・ お振込手数料は貴社にてご負担願います。
　・ 当日現金でのお支払いも可能です。「当日現金支払い希望」欄に□印をご記入願います。
●お申込者が参加できない場合について
　・ 代理者にご出席いただけます。既送の「参加証」と「代理者のお名刺１枚」をご持参のうえ、
 当日会場受付までご来場ください。
●キャンセルについて
　・ 開催３営業日前（土日祝日、年末年始を除く）迄に、弊社宛に「会社名／氏名／電話番号／
 返金先銀行口座（お振込済みの場合）」を明記の上、FAX.03-3564-2560宛に必ずご連
 絡ください。返金手数料として3,０００円（1件毎）を申し受けます。なお、開催２営業日前
 以降のキャンセルにつきましては、全額をキャンセル料として申し受けます。その際には
 当日配布資料を参加者宛にご送付いたします。
●その他ご連絡事項
　・ お座席は受付順を基本に当方にて指定させていただきます。
　・ 講演中の録音・録画、携帯電話等での通話はお断りいたします。
　・ 講演中のＰＣの使用は可能ですが、使用の際には周囲へのご配慮を願います。
　・ ご記入いただいた個人情報は、弊社商品案内ならびにセミナーの適切な運営、参加者間
 の交流促進のために利用させていただきます。
　・ 主催者や講師等の諸般の事情により、講師変更や開催を中止する場合がございます。
 その際には弊社より参加者にご連絡させていただきます。
　・ 開催中止の場合には受講料を返金いたしますが、それ以外の理由では返金できません。
 また、開催中止の際の交通費の払い戻し・キャンセル料の負担はいたしかねます。

ご案内
事業用不動産を取り扱うPM・AM、事業用賃貸ビル経営企業の実
務担当者は、不動産の収益を確保・維持していくために、日々起こ
りうるトラブルに対応できる実務知識の習得が必須となっていま
す。特に今日では、入居するテナントとの契約や賃料に関するトラ
ブルだけでなく、当該不動産に訪問する来場者や近隣者などとの
予期せぬトラブルも増えてきています。もし、その対処を間違えた
場合、管理企業の信頼のみならず、不動産収益の損失につながる
大きな問題に発展する可能性もあります。そのため実務担当者は、
契約の基本原則への理解を深めたうえで、賃貸借契約、賃料、テナ
ント対応等で起こりうる、いずれのトラブルに対しても適切に対処
する知識を備えておく必要があります。
本セミナーでは、事業用不動産の賃貸借契約に関する法的ポイン
トを押さえながら、よくあるトラブル事例をもとに注意すべき条項
を解説します。また、実際にあった事例をもとにその対処法を学び、
事業用不動産賃貸管理で起こりうる事態に対する実務に必要な
法的知識を習得していきます。

O-0320250102-050

参 加 申 込 書

●会社名（フリガナ） ●貴社業種

●振込予定日（　　　   月　 　 　 日）
●当日現金支払い希望・・・□
●ご担当者名（                            ）

●所在地（〒　　　　     　-              　　　　）

ＴＥＬ.                （                ）                               ＦＡＸ.                （                ）

●出席者名①（フリガナ） ●所属部署・役職名

●出席者名②（フリガナ） ●所属部署・役職名

●E-MAIL

●E-MAIL

主　　催
〒104-0031 東京都中央区京橋2-10-2 ぬ利彦ビル南館6F
TEL 03-3563-0025(代表)

不動産賃貸管理における
「トラブル対処」のための法的知識習得講座



綜合ユニコム「不動産法実務セミナー」のご案内

講師プロフィールセミナープログラム

不動産賃貸管理における「トラブル対処」のための法的知識習得講座

13:00～17:00　※途中休憩を挟みながら進行してまいります。

１. 不動産賃貸の基本的理解
　　 (1) 民法上の賃貸借契約
　　 (2) 借地借家法の適用
　　 (3) 定期建物賃貸借契約
　　 (4) その他

2. 各契約の各条項における留意点
　　 (1) 賃貸借契約各条項における留意点
　　　　  契約期間/更新条項（自動更新条項、更新料等）/敷金、保証金条項（償却も）/
　　　　  保証条項（根保証、保証会社との保証契約）/賃料（固定、歩合、特約、支払発生時期等）/
　　　　  費用負担条項（管理費、共益費、電気料金の手数料請求の可否等）/
　　　　  中途解約条項（中途解約の禁止、違約金額、残存賃料の請求の可否等）/
　　　　  原状回復義務条項/遅延損害金条項/解除条項等
　　 (2) 定期建物賃貸借契約の条項における留意点
　　　　   書面による締結（様式性）/記載事項等/賃料増減額請求の排除/
　　　　   中途解約条項（残存期間分の賃料請求の可否）/事前説明（賃貸人としての義務等）

3. 各トラブル等への対処法、留意点
　　(1) テナント指定の内装業者による施工の留意点
　　(2) 誤って電気料金を請求した場合の対処法
　　(3) 手数料を加算して電気料金を請求する場合の留意点
　　(4) 賃貸物件で自殺があった場合の対処法
　　(5) 施設内で顧客が転倒した場合の対処法（管理責任の有無、工作物責任等）
　　(6) 施設内の駐車場で交通事故が発生した場合の対処法（管理責任の有無、損害の範囲）
　　(7) 施設内の駐車場に車両を放置された場合の対処法（自力救済の禁止等）
　　(8) 賃貸物件で漏水が発生した場合の対処法　　　
　　(9) 賃貸物件で火災が発生した場合の対処法（失火責任法等）
　　(10) 近隣からの苦情への対処法　　
　　(11) テナントからの賃料減額請求への対処法
　　(12) テナントが共用部分の使用、又は用途変更を求めた場合の対処法
                （用法義務違反による解除等）
　　(13) テナントにおける経営主体の変更等への対処法
                （無断転貸、無断譲渡、包括承継等）
　　(14) テナントの賃料等未払いへの対処法（債務不履行解除、明渡請求）
　　(15) 預かり敷金が差し押さえられた場合の対処法
                （被差押債権の確認、返還時までの対応）
　　(16) テナントが倒産した場合の対処法（申立代理人、破産管財人との交渉等）
　　(17) 個人テナントが死亡したときの対処法
　　(18) 個人オーナーが死亡等した場合の対処法
　　(19) 賃貸借契約における違約金等を請求する際の留意点
                （使用損害金、その回収可能性等）
　　(20) テナントとの契約が業務委託契約である場合の対処法　　　
　　(21) オーナーが賃貸物件を売却する場合の対処法　　　
　　(22) サブリースにて賃貸している場合の留意点（権利関係、離脱等）
　　(23) 賃貸物件が耐震性を不足している場合の対処法
　　(24) 当該物件の建替えに向けての対処法（定期建物賃貸借契約への切替え等）
　　(25) 定期建物賃貸借契約の再契約をする際の留意点（「更新」と「再契約」の違い）
　　(26) 定期建物賃貸借契約における終了通知を遅滞した場合の対処法
　　(27) 定期建物賃貸借契約の終了通知後も、テナントが退去しない場合の対処法 
　　(28) テナントが原状回復義務を履行しない場合の対処法
                （範囲、施工業者適格性、賃料請求）

4. 質疑応答

田中 利生 （たなか としお）

フォアフロント法律事務所
弁護士（パートナー）

半日で学び実務に活かす

1969年生まれ。日本大学法学部卒業。第
二東京弁護士会所属。土地賃貸借関係、建
物賃貸借関係、区分所有法関係など、多く
の不動産関係の案件を取り扱う。過去に
は、建替えのため、店舗・事務所・住居等の複
合用途に供している300戸余の賃貸物件
(普通借家160戸余、普通借家から定期借
家への切替え済み40戸余、定期借家100
戸余)の明渡案件を３年間かけて任意交渉
から明渡しの裁判(10戸余)までを行ない、
明渡しを完了させた。その後も、明渡しに留
まらず、賃貸管理にかかる案件についても、
アドバイス、任意交渉、または訴訟追行を行
なっている。2022年9月発刊の「建物明
渡請求と立退料の交渉実務資料集」(綜合
ユニコム刊)の執筆を担当。

     ■前回セミナー参加者の主な声■

●トラブル対処の様々な事例を学ぶことが
　でき有意義だった（総合不動産会社）

●法律用語だらけかと思ったが、わかりやす
　い言葉での解説で理解しやすかった
　（デベロッパー）

●実際に問題になった事案の説明があり、
　参考になった（不動産管理）

●初心者にもわかりやすく、概ね対処法を
　理解できた（不動産仲介）

●先生が実際に裁判された事例等、経験者
　からのリアルな話が聞けて良かった
　（デベロッパー）

●A4判／縦型／110頁
●2024年9月10日発刊
●定価104,500円（本体95,000円）

テナント、第三者、オーナー・管理会社のケース別に、
賃貸管理物件でよくあるトラブルへの対処法と

契約条項の留意点を解説！

不動産賃貸における
法的リスク管理とトラブル対処実例集

田中利生弁護士が執筆する資料集【最新刊】
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